
資料２ 
 ３ 企 第 ６ ２ ７ 号  
令和３年１１月１０日  

 
 コミュニティ推進課長 
 小高区地域振興課長  様 
 鹿島区地域振興課長 
 

   企画課長  
 

南相馬市公共事業評価委員会委員の推薦について（依頼） 
 
 市では、公共事業の実施の必要性及び有効性等を確認するとともに評価の過

程を市民に明らかにすることにより、市民に対する説明責任を遂行し、もって

行政サービスの質的向上を図ることを目的に、「南相馬市公共事業評価委員会」

を設置し、公共事業評価を実施しています。 

 つきましては、本委員会に係る委員の任期が令和３年１２月１６日をもって

終了予定のため、下記によりご推薦くださいますようお願い申し上げます。 

 

記 

 
１ ご推薦いただく委員の数 

１人 
 
２ 委員の任期 

委嘱の日から２年（令和３年度中に１回開催予定） 
 
３ 提出書類 
 ⑴ 別紙１「推薦書」 
 ⑵ 別紙２「日程調整表」 
 
４ 提出期日 

令和３年１１月３０日（火）まで 
 
５ 提出方法 

別紙１「推薦書」及び別紙２「日程調整表」に必要事項をご記入の上、FAX

（0244-23-2511）またはメール（kikaku@city.minamisoma.lg.jp）にてご提出

をお願いします。添書は不要です。 
 
 
 ※第１回委員会の開催は「１月上旬～中旬」を予定しております。 

  開催案内は別途ご案内いたします。 

 
 

 
 
 

（事務担当 企画係 副主査 山下 TEL24-5358 FAX23-2511）  



資料２－１ 

○南相馬市公共事業評価実施要綱 

平成３１年３月１８日 

告示第４１号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、市が実施する公共事業を評価することにより、公共事業の実施の必要

性及び有効性等を確認するとともに評価の過程を市民に明らかにすることにより市民に対

する説明責任を遂行し、もって行政サービスの質的向上を図ることを目的として実施する

公共事業評価（以下「評価」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

（公共事業の範囲） 

第２条 評価の対象となる事業は、市が事業主体となって実施する国庫補助事業、県費補助

事業及び市単独事業で、普通建設事業又は普通会計以外の会計に係る建設事業に該当する

事業とする。 

（評価の対象事業） 

第３条 評価の対象となる事業は、市が事業主体となって実施する事業費が５億円以上の事

業であって、次に掲げるものとする。 

(1) 事業採択（事業費が予算化された時点をいう。以下同じ。）前の準備・計画段階にあ

って、調査費がはじめて予算化されてから５年が経過している継続中の事業 

(2) 事業採択から５年を経過した継続中の事業（ただし、評価を行おうとする年度に完了

する事業は、除く。） 

(3) 評価実施から５年を経過した継続中の事業（ただし、評価を行おうとする年度に完了

する事業は、除く。） 

(4) 計画変更を行おうとする継続中の事業（ただし、軽微なものは、除く。） 

(5) 前各号に掲げるもののほか、社会情勢の急激な変化等により評価を実施する必要が生

じた継続中の事業 

(6) 事業費を新たに予算化しようとする新規事業 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げるものは評価の対象としない。 

(1) 災害復旧事業 

(2) 備品購入事業 

(3) 負担金、補助及び交付金 

(4) 公共事業の概要を明らかにするために必要な調査又は基本計画策定事業等 

(5) 普通財産の取得及び整備に要する事業 

(6) 前各号に掲げるもののほか、これに準ずる事業 

（評価の時期） 

第４条 評価の時期は、次に掲げるものとする。 

(1) 前条第１項第１号の事業にあっては、調査費が予算化された日から起算して５年を経

過した日の属する年度とする。 

(2) 前条第１項第２号の事業にあっては、事業採択の日から起算して５年を経過した日の

属する年度とする。 
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(3) 前条第１項第３号の事業にあっては、前回評価を行った日から起算して５年を経過し

た日の属する年度とする。 

(4) 前条第１項第４号の事業にあっては、計画変更に係る予算の計上を行おうとするとき

とする。 

(5) 前条第１項第５号の事業にあっては、適宜速やかに実施するものとする。 

(6) 前条第１項第６号の事業にあっては、事業実施に係る予算の計上を行おうとするとき

とする。 

（評価の手法） 

第５条 評価は、評価の対象事業を所管する課長等（以下「主管課長」という。）が行う評

価（以下「自己評価」という。）及び第７条に規定する公共事業評価委員会による評価（以

下「委員会評価」という。）とする。 

（評価の視点） 

第６条 第３条第１項第１号から第５号までに掲げる事業の評価は、次に掲げる項目を視点

として行うものとする。 

(1) 事業の必要性に係る変化 

(2) 事業の有効性に係る変化 

(3) 事業の進捗状況 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認めた事項 

２ 第３条第１項第６号に掲げる事業の評価は、次に掲げる項目を視点として行うものとす

る。 

(1) 事業の必要性 

(2) 事業の有効性 

(3) 事業の優先性 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認めた事項 

３ 主管課長は、自己評価を行うときは、評価の対象とした事業について、前２項の評価の

視点に基づいた評価調書を作成するものとする。 

４ 市は、前項に掲げる評価調書を作成したときは、次条に規定する公共事業評価委員会に

提出するものとする。 

（評価委員会の設置） 

第７条 評価の客観的な推進及び評価制度の充実を図るため、学識経験者等で構成する公共

事業評価委員会（以下「評価委員会」という。）を置く。 

（評価委員会の所掌事務） 

第８条 評価委員会は、市が提出した評価調書について審議を行い、市長に答申を行うもの

とする。 

（評価委員会の組織） 

第９条 評価委員会は、学識経験者等１０人以内をもって構成し、委員は市長が委嘱する。 

２ 前項の学識経験者とは、次に掲げる者とする。 

(1) 地域の実情に精通した、公平な立場にある有識者 
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(2) 公共事業に関する専門的な学識経験者 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

４ 欠員が生じた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（評価委員会の委員長） 

第１０条 評価委員会に委員長を置き、委員の互選により選出する。 

２ 委員長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

３ 委員長に事故があるとき、又は欠けたときは、委員長があらかじめ指名する委員がその

職務を代理する。 

４ この告示に定めるもののほか、評価委員会の運営及び審議方法に関し必要と認められる

事項は、委員長が評価委員会に諮って定める。ただし、緊急を要する場合には、委員長の

判断によるものとする。 

（評価委員会の会議） 

第１１条 評価委員会は、市長が招集する。 

２ 評価委員会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

（会議への関係職員の出席） 

第１２条 委員長は、会議において必要と認めるときは、関係職員の出席を求め事業の概要

及び自己評価について説明をさせ、又は関係資料の提出を求めることができる。 

（会議での意見の聴取） 

第１３条 委員長は、審議に関し必要に応じて特定の分野に関する学識経験者等の出席を求

め、その意見を聴くことができる。 

（対応方針の作成） 

第１４条 主管課長は、評価委員会から答申のあった意見を尊重し、当該事業の対応方針を

作成するものとする。 

２ 前項において作成された対応方針は、庁議を経て決定するものとする。 

（評価結果の公表） 

第１５条 市長は、自己評価、委員会評価の結果及び対応方針について、市民にわかりやす

い形式で書類を作成し、これを公表するものとする。ただし、個人に関する情報等公表す

ることが適切でないと判断される資料については、この限りでない。 

（行政活動への反映） 

第１６条 市長は、評価委員会の意見を尊重し、行政活動に適切に反映させるよう努めるも

のとする。 

（議会への報告） 

第１７条 市長は、自己評価及び委員会評価の結果並びにその市政への反映状況に関し、議

会に報告するものとする。 

（庶務） 

第１８条 評価に関する事務は、行政評価担当課において行う。 

（その他） 

第１９条 この告示に定めるもののほか、事業の実施に関し必要な事項は、市長が別に定め
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る。 

附 則 

この告示は、公布の日から施行する。 

 



資料２－２

№ 所属団体・役職等

小高区 杉
すぎ

　　　重
しげ

　典
のり

小高区地域協議会　委員

大
おお

　内
うち

　　　彰
あきら

（R1.12.17～R2.7.31）

服　部　隆　男
はっ とり たか お

（R2.8.1～R3.12.16）

猪
い

　野
の

　　　昇
のぼる

（R1.12.17～R2.7.31）

3
伊　達　孝　行
　だ　　て　　　たか　　ゆき

（R2.8.1～R3.12.16）

高
たか

　橋
はし

　樹
たつ

　彦
ひこ

（R1.12.17～R2.3.12）

渡
わた

　辺
なべ

　知
とも

　己
み

（R2.3.13～R3.12.16）

5 大学教授 奥
おく

　本
もと

　英
ひで

　樹
き

福島大学経済経営学類　教授

6 公認会計士 鈴
すず

　木
き

　伸
のぶ

　之
ゆき 鈴木税務会計事務所　所長

(公認会計士・税理士・不動産鑑定士)

7 建築士 長
なが

　島
しま

　敏
とし

　彦
ひこ

一般財団法人ふくしま市町村支援機構
　建築設備部長
(一級建築士・公共建築工事品質確保技術者(Ⅰ))

（敬称略）

南相馬市公共事業評価委員会　委員名簿

〔任期：令和１年１２月１７～令和３年１２月１６日〕

区　　　分 氏　　　名

１号委員

２号委員

鹿島区 鹿島区地域協議会　委員

原町区 原町区地域協議会　委員

1

2

※１号委員……南相馬市公共事業評価実施要綱第９条第２項第１号に規定する者

「地域の実情に精通した、公平な立場にある有識者」　　　　　

※２号委員……南相馬市公共事業評価実施要綱第９条第２項第２号に規定する者

「公共事業に関する専門的な学識経験者」　　　　　　　　　　

金融機関 七十七銀行原町支店　支店長4


